
市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [158,225円]
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将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [813,706円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

香南市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
【財政力指数】　平成１８年３月１日合併により香南市となり、類似団体平均を下回る０．３４となった。本庁舎が所在する
旧野市町地域は近年農地の宅地化等が進み人口増となっているが、他地域では人口の減少や高齢化が依然進んでい
る状態であり効果的な増収は望みにくく、また市制施行により生活保護費など新たに経常経費も増加となっている。適正
な定員管理や補助費等の見直しといった経常経費節減、中期財政計画に基づく緊急に必要な事業の実施により投資的
経費を抑制するなど、歳出の見直しを行っていくとともに、地方税の徴収業務の強化など歳入確保に努める。
【経常収支比率】　合併以前に旧団体で実施してきた地域改善対策事業や国体のための施設整備事業等により、多額
の地方債を発行してきたことによる公債費の伸びや、下水道事業や老人保健事業など特別会計繰出金が伸びている反
面、国の施策による普通交付税・臨時財政対策債の削減により、類似団体平均を上回る９６．６％となっている。今後と
も、市単独補助金・負担金や各種委託料などの見直しを実施するなど、経常経費の削減に努める。
【実質公債費比率】　合併以前に旧団体で実施してきた普通建設事業費に係る起債の償還等に伴い上昇し、類似団体
平均を上回る１７．２％となっている。今後も消防庁舎建設や本庁舎建設などが予定されており新規地方債の発行が見
込まれるが、償還額とのバランスをとりながら公債費の適正な管理を行うとともに、高金利債の借換えや繰上償還を行う
など財政の健全化に努める。
【人口一人当たり地方債現在高】　類似団体平均を上回り、高知県内市町村平均も上回る数値となっている。合併以前

に旧団体で実施してきた普通建設事業や合併に伴う準備事業としての合併推進事業などにより地方債の発行額が増加し
てきたためである。今後も消防庁舎建設や本庁舎建設といった建設事業が予定されており、新規の地方債発行が見込まれ
ているため、他事業における新規発行の抑制や経常経費の削減など財政の健全化に努める。
【人口一人あたり人件費・物件費等決算額】　平成１７年度は、合併のための準備経費が必要であったこと、学校給食事
業を一般会計へ組み入れたことなどにより、物件費が増額となっており、また合併に伴い一部事務組合の人件費・物件費
等が香南市決算として統合されており、類似団体平均を上回っていると考えられる。今後は、物件費の削減、適正な定員管
理による人件費削減など、これらの経費抑制に努めていく。
【ラスパイレス指数】　合併前は一団体を除き、給与カットを行っているためラスパイレス指数は９６．９になっているが、合
併後は現時のところカットを行っておらず、また職員数も増えたため数値は上がると思われる。今後、教育委員会・消防署
等については質を維持しつつ、市長部局の職員数を削減、給与の適正化に努め、人件費の縮減努力を行う。
【人口1,000人あたり職員数】　平成１８年３月１日に５町村４団体が合併したことにより、類似団体平均を超えている。
　今後、集中改革プランの定員適正化計画に従い、保育士・幼稚園教諭は現在の職員数から微増、消防士の職員数は現
状維持し、一般行政職、現業職はそれぞれ９％、２８％の減を目指す。


